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１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属す
る四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 12,360 △19.4 2,314 △34.4 2,352 △33.8 1,480 △38.9

2026年３月期第１四半期 15,331 △17.7 3,526 △36.9 3,552 △36.6 2,424 △37.6
(注)包括利益 2027年３月期第１四半期 1,473百万円(△39.7％) 2026年３月期第１四半期 2,444百万円(△37.0％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 101.49 －

2026年３月期第１四半期 167.06 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 58,150 50,292 86.4

2026年３月期 59,279 49,668 83.8
(参考) 自己資本 2027年３月期第１四半期 50,254百万円 2026年３月期 49,668百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 30.00 － 70.00 100.00

2027年３月期 －

2027年３月期(予想) 40.00 － 60.00 100.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 48,000 △11.7 4,500 △53.5 4,600 △53.2 3,100 △46.1 212.91

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 １社（社名）株式会社ＳＨＵＮＲＩ

(注) 詳細は、添付資料11ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記(3)四半期連結財務諸表に関する注記事項
(企業結合等関係)」をご覧ください。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年３月期１Ｑ 14,818,175株 2026年３月期 14,818,175株

② 期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 200,683株 2026年３月期 258,353株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 14,589,607株 2026年３月期１Ｑ 14,511,547株

(注) 期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、株式給付信託財産として「株式会社日本カ
ストディ銀行（信託口）」が保有する当社株式が含まれております。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
なお、業績予想に関しては、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況（3）連結業績予想などの将来予測情報

に関する説明」をご覧ください。



ダイコク電機株式会社(6430) 2027年３月期 第１四半期決算短信

1

○添付資料の目次

１．経営成績等の概況 ………………………………………………………………………………………………２

（１）当四半期の経営成績の概況 ………………………………………………………………………………２

（２）当四半期の財政状態の概況 ………………………………………………………………………………３

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ………………………………………………………４

２．四半期連結財務諸表及び主な注記 ……………………………………………………………………………５

（１）四半期連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………５

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ………………………………………………７

四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………７

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………７

四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………………………８

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………８

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………９

（継続企業の前提に関する注記） ……………………………………………………………………………９

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ……………………………………………………９

（セグメント情報等の注記） …………………………………………………………………………………９

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記） …………………………………………………10

（企業結合等関係） ……………………………………………………………………………………………11

（収益認識関係） ………………………………………………………………………………………………12

（重要な後発事象） ……………………………………………………………………………………………12

独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書 ………………………………………………13



ダイコク電機株式会社(6430) 2027年３月期 第１四半期決算短信

2

１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間における当社グループが携わるパチンコ業界におきましては、遊技機の稼動は全体と

して底堅く推移しており、特にパチスロ機が市場を牽引する状況が続いております。2026年４月～６月の期間平均

における遊技機の稼動状況は、全体で前年同期比100.3％となりました。種別稼動状況につきましては、パチスロ機

が前年同期比102.6％と好調に推移した一方、パチンコ機は前年同期比97.4％となりました（当社「ＤＫ－ＳＩＳ」

データより）。

また、当第１四半期末時点におけるスマート遊技機の導入状況は、遊技機全体に占めるスマート機の設置割合が

45.0％（前年度末比＋2.3ポイント）となりました。種別設置状況につきましては、パチスロ機全体に占めるスマー

トパチスロ機の設置割合が62.5％（前年度末比＋1.4ポイント）、パチンコ機全体に占めるスマートパチンコ機の設

置割合が31.1％（同＋2.6ポイント）となりました（同データより）。

スマート遊技機は、今後もファンからの支持を得ながら設置割合を拡大していくものと見込まれます。これに伴

い、パチンコホールにおけるスマート遊技機の導入・運用に対応するための設備投資需要も堅調に推移するものと

想定されます。

このような市場環境のもと、情報システム事業におきましては、2026年４月に、業界標準のデータ活用ツール

「ＤＫ－ＳＩＳ」を刷新したクラウド新サービス「ＤＫ－ＳＩＳ ＩＮＦＩＮＩＴＹ」（エスアイエス インフィニ

ティ）の提供を開始いたしました。クラウド化による利便性向上に加え、新台初日からのリアルタイム分析、稼動

貢献度評価、導入後の推移予測など、営業戦略を支援する機能を拡充し、パチンコホール経営企業のデータ活用を

支援してまいりました。

また、2026年６月には、円谷フィールズホールディングス株式会社との協業により、新広告配信サービス「ＦＡ

Ｎ＋ＡＤ」（ファンタス アド）の提供を開始いたしました。ファンデータや位置情報データを活用し、ＡＩにより

ファンの趣向に応じた広告配信を行うことで、より効果的なプロモーションの実現を図るとともに、パチンコホー

ル経営企業の集客を支援してまいりました。

製品におきましては、スマート遊技機への対応需要を背景に、カードユニット「ＶＥＧＡＳＩＡ」（ベガシア）、

台毎液晶端末「ＢｉＧＭＯ ＸＣＥＬ」（ビグモエクセル）等の情報公開製品、精算機とＰＯＳが一体となったコン

パクト設計のセルフ端末「ＴＪ－０１」（ティージェーゼロイチ）の拡販を推進いたしました。

サービスにおきましては、ＭＩＲＡＩＧＡＴＥサービスのさらなる拡大に向け、クラウドチェーン店管理システ

ム「ＣｌａｒｉｓＬｉｎｋ」（クラリスリンク）、周辺エリアの集客状況を提供する商圏分析サービス「Ｍａｒｋ

ｅｔ－ＳＩＳ」（マーケット－エスアイエス）、ＡＩを活用したマーケティング支援サービス「サイトセブン ＦＡ

Ｎ＋」（ファンタス）の普及を促進いたしました。

アミューズメント事業におきましては、当社グループ企業のＤＡＸＥＬ株式会社が、今期発売を予定しているパ

チスロ機の型式試験申請を進めております。また、元気株式会社においては、自社ゲームタイトル「首都高バト

ル」のPlayStation 5版を2026年２月26日に発売し、販売は順調に推移しております。

その他事業におきましては、2026年４月１日に和クレープ専門店「たばねのし」を運営する株式会社ＳＨＵＮＲ

Ｉを子会社化するとともに、Ｃｈａｇｒｉ株式会社を設立し、飲食事業における抹茶分野のバリューチェーン強化

を図りました。また、2026年６月30日には都ホテル岐阜長良川のホテル建物及び附属設備等の取得を決定し、観光

事業における事業基盤の強化を進めました。「箱根ガラスの森美術館」においては、開館30周年を記念した各種イ

ベントを実施するとともに、企画展「ヴェネチアン・グラスでみせる驚異の部屋 ～世界の創生～」を開催し、美術

館の魅力向上と来館者数の拡大に努めました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高123億60百万円（前年同期比19.4％減）、営業利益23億14

百万円（同34.4％減）、経常利益23億52百万円（同33.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益14億80百万円

（同38.9％減）となりました。

セグメント業績は次のとおりであります。



ダイコク電機株式会社(6430) 2027年３月期 第１四半期決算短信

3

（情報システム事業）

当事業の第１四半期連結累計期間におきましては、パチンコホール経営企業においてスマート遊技機への移行が

進む中、設備投資需要は引き続き底堅く推移しております。

このような市場環境のもと、前年度に発売した新製品「ＢｉＧＭＯ ＸＣＥＬ」、「ＴＪ－０１」及び情報公開製

品の販売は堅調に推移いたしました。一方、スマート遊技機の設置割合の伸びが緩やかになったことから、カード

ユニット「ＶＥＧＡＳＩＡ」の販売台数は前年同期を下回り、『パチンコホール向け製品等』の売上は前年同期を

下回りました。

『サービス』の売上は、主要サービスが堅調に推移したことに加え、スマート遊技機による市場変化への対応に

関連したＭＩＲＡＩＧＡＴＥサービスの加盟店舗数が増加したことなどにより、前年同期を上回りました。

この結果、当事業の売上高は104億93百万円（前年同期比9.2％減）、セグメント利益は28億30百万円（同10.6％

減）となりました。

（アミューズメント事業）

当事業の第１四半期連結累計期間におきましては、部品販売が前年同期を上回り、堅調に推移いたしました。ま

た、元気株式会社においては、自社ゲームタイトル「首都高バトル」の販売が順調に推移しております。ＤＡＸＥ

Ｌ株式会社においては、今期発売を予定している新機種の市場投入に向け、型式試験申請を進めております。

この結果、当事業の売上高は11億76百万円（前年同期比66.2％減）、セグメント利益は１億39百万円（同85.3％

減）となりました。

（その他）

その他事業につきましては、株式会社ＳＨＵＮＲＩの子会社化による業績寄与がありました。

また、「箱根ガラスの森美術館」においては、開館30周年を記念した各種イベントを実施いたしました。

この結果、当事業の売上高は、７億16百万円（前年同期比138.4％増）、セグメント損失82百万円（前年同期はセ

グメント損失28百万円）となりました。

(注) セグメントの業績の金額には、セグメント間取引が含まれております。

（２）当四半期の財政状態の概況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ営業債権が減少しております。これは主に前

第４四半期における営業債権の回収が順調に進んだことによります。また、短期金融資産の償還により有価証券が

減少し、現金及び預金が増加しております。この結果として、前連結会計年度末に比べ11億28百万円減少の581億50

百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間末の負債は、法人税等の見込納付による未払法人税等及び消費税等の納付によるその

他流動負債の減少により、前連結会計年度末に比べ17億52百万円減少の78億58百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、配当金の支払などはありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利

益の計上により、前連結会計年度末に比べ６億24百万円増加の502億92百万円となりました。自己資本比率は、86.4

％（前連結会計年度末比2.6ポイント上昇）となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2027年３月期の連結業績予想につきましては、2026年５月15日に発表した通期の業績予想から変更はありませ

ん。

今後業績予想に修正の必要が生じた場合には、速やかに開示いたします。

（単位：百万円）

当第１四半期

連結累計期間実績

2027年３月期

通期連結業績予想

売上 12,360 48,000

営業利益 2,314 4,500

経常利益 2,352 4,600

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益 1,480 3,100
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,591,921 19,443,148

受取手形、売掛金及び契約資産 4,153,980 3,720,097

電子記録債権 4,344,470 3,378,895

有価証券 2,997,835 －

商品及び製品 9,411,243 9,505,493

仕掛品 19,467 64,122

原材料及び貯蔵品 485,533 410,100

その他 1,233,614 1,233,705

貸倒引当金 △195,389 △194,644

流動資産合計 39,042,677 37,560,918

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,670,406 4,642,066

土地 6,617,370 6,617,370

その他（純額） 751,871 799,422

有形固定資産合計 12,039,648 12,058,859

無形固定資産

ソフトウエア 4,623,726 4,500,952

のれん 913,994 1,148,461

その他 69,531 69,248

無形固定資産合計 5,607,251 5,718,662

投資その他の資産

繰延税金資産 567,594 552,813

その他 2,173,827 2,412,438

貸倒引当金 △151,440 △152,782

投資その他の資産合計 2,589,982 2,812,469

固定資産合計 20,236,882 20,589,991

資産合計 59,279,560 58,150,910
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,466,400 1,955,402

電子記録債務 1,096,249 1,154,922

未払法人税等 1,086,050 813,483

役員賞与引当金 258,251 18,942

従業員株式給付引当金 156,051 －

その他 3,361,275 2,670,807

流動負債合計 8,424,280 6,613,559

固定負債

長期借入金 － 31,400

役員退職慰労引当金 520,712 532,552

退職給付に係る負債 428,118 442,118

その他 237,754 238,585

固定負債合計 1,186,585 1,244,657

負債合計 9,610,866 7,858,216

純資産の部

株主資本

資本金 723,128 723,128

資本剰余金 729,136 729,136

利益剰余金 48,683,523 49,127,064

自己株式 △698,277 △541,991

株主資本合計 49,437,510 50,037,337

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 17,011 11,058

退職給付に係る調整累計額 213,987 205,862

その他の包括利益累計額合計 230,998 216,921

非支配株主持分 185 38,435

純資産合計 49,668,694 50,292,694

負債純資産合計 59,279,560 58,150,910
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

売上高 15,331,812 12,360,855

売上原価 8,280,846 6,561,853

売上総利益 7,050,965 5,799,001

販売費及び一般管理費 3,524,684 3,484,040

営業利益 3,526,280 2,314,960

営業外収益

受取利息 3,143 9,542

受取配当金 12,911 6,442

受取ロイヤリティー 5,660 13,047

その他 8,141 11,049

営業外収益合計 29,856 40,081

営業外費用

支払利息 2,011 114

為替差損 － 1,677

その他 1,362 280

営業外費用合計 3,373 2,073

経常利益 3,552,763 2,352,968

特別利益

固定資産売却益 356 －

特別利益合計 356 －

特別損失

固定資産除却損 0 0

減損損失 4,295 79,438

投資有価証券評価損 26,128 －

特別損失合計 30,424 79,438

税金等調整前四半期純利益 3,522,695 2,273,529

法人税、住民税及び事業税 1,086,378 786,815

法人税等調整額 12,103 △1,185

法人税等合計 1,098,482 785,630

四半期純利益 2,424,213 1,487,899

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△19 7,175

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,424,233 1,480,724
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

四半期純利益 2,424,213 1,487,899

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 24,056 △5,955

退職給付に係る調整額 △3,326 △8,124

その他の包括利益合計 20,730 △14,079

四半期包括利益 2,444,943 1,473,820

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,444,959 1,466,647

非支配株主に係る四半期包括利益 △15 7,173
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2025年４月１日 至 2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント その他

合計

調整額 四半期連結損益

計算書計上額

(注３)
情報システム

事業

アミューズ

メント事業
計 (注１) (注２)

売 上 高

外部顧客への売上高 11,550,554 3,480,842 15,031,396 300,415 15,331,812 － 15,331,812

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,864 5,770 7,634 － 7,634 △7,634 －

計 11,552,418 3,486,612 15,039,030 300,415 15,339,446 △7,634 15,331,812

セグメント利益又は損失(△) 3,166,738 947,639 4,114,377 △28,158 4,086,219 △559,938 3,526,280

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△559,938千円には、セグメント間取引消去1,452千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△561,391千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

従来、不動産賃貸収入及び不動産賃貸費用については、「営業外収益」及び「営業外費用」に計上しておりま

したが、当第１四半期連結会計期間の期首より「売上高」及び「売上原価」に計上する方法に変更しており、

「その他」セグメントに表示しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「アミューズメント事業」セグメントにおいて、連結子会社の有する事業用資産について、今後のキャッシ

ュ・フローの回収可能性を鑑みて、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては、4,295千円であります。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント その他

合計

調整額 四半期連結損益

計算書計上額

(注３)
情報システム

事業

アミューズ

メント事業
計 (注１) (注２)

売 上 高

外部顧客への売上高 10,493,354 1,161,271 11,654,625 706,229 12,360,855 － 12,360,855

セグメント間の内部

売上高又は振替高
527 15,725 16,252 10,000 26,252 △26,252 －

計 10,493,881 1,176,996 11,670,877 716,229 12,387,107 △26,252 12,360,855

セグメント利益又は損失(△) 2,830,402 139,415 2,969,817 △82,709 2,887,108 △572,147 2,314,960

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△572,147千円には、セグメント間取引消去△6,279千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△565,868千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「情報システム事業」セグメントにおいて、当社の有する事業用資産について売却の意思決定を行ったこと

により、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間において、60,272千円であります。

「アミューズメント事業」セグメントにおいて、連結子会社の有する事業用資産について、今後のキャッシ

ュ・フローの回収可能性を鑑みて、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては、200千円であります。

「その他」セグメントにおいて、連結子会社の有する事業用資産について、今後のキャッシュ・フローの回

収可能性を鑑みて、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては、18,966千円であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日

至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自 2026年４月１日

至 2026年６月30日)

減価償却費 388,914千円 457,325千円

のれんの償却額 39,715千円 46,157千円
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

当社は、2026年３月23日開催の取締役会において、株式会社ＳＨＵＮＲＩの株式を取得する株式譲渡契約を締

結し、2026年４月１日付で同社株式を取得いたしました。

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社ＳＨＵＮＲＩ

事業の内容 和クレープの販売

② 企業結合を行った主な理由

当社は、Ｍ＆Ａを通じ、新たな事業領域の拡大を推進しております。株式会社ＳＨＵＮＲＩが当社グルー

プに加わることにより、抹茶関連事業を展開する当社グループ企業との商品開発や店舗展開におけるシナジ

ーが期待でき、ブランド力の向上および収益機会の拡大に寄与するものと考えております。

株式会社ＳＨＵＮＲＩは、素材へのこだわりや高い商品開発力を強みに、直営・ＦＣともに順調な成長を

遂げ、高収益な事業構造を確立しております。本件株式取得により、同社の強みと当社グループの経営資源

を融合し、新商品の開発や出店拡大を通じて収益基盤の強化を図るとともに、既存領域にとらわれない事業

ポートフォリオの拡大を推進し、中長期的な企業価値の向上に資するものと判断したため、株式を取得する

ことといたしました。

③ 企業結合日

2026年４月１日（株式取得日）

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称

変更ありません。

⑥ 取得した議決権比率

51％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の現金を対価とする株式取得を実施したため、当社を取得企業としております。

(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2026年４月１日から2026年６月30日まで

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 306百万円

取得原価 306百万円

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用 60百万円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

273百万円

② 発生原因

株式会社ＳＨＵＮＲＩの当社グループ加入後に期待される超過収益力が主な原因であります。

③ 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自 2025年４月１日 至 2025年６月30日）

（単位：千円）

報告セグメント
その他

(注１)
合計

情報システム
事業

アミューズ

メント事業
計

パチンコホール向け製品等 9,786,418 － 9,786,418 － 9,786,418

サービス 1,764,136 － 1,764,136 － 1,764,136

遊技機メーカー向け表示・制御

ユニット等
－ 2,934,167 2,934,167 － 2,934,167

部品・その他 － 546,674 546,674 － 546,674

その他 － － － 236,121 236,121

顧客との契約から生じる収益 11,550,554 3,480,842 15,031,396 236,121 15,267,518

その他の収益(注２) － － － 64,293 64,293

外部顧客への売上高 11,550,554 3,480,842 15,031,396 300,415 15,331,812

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２ 「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸料収入等であります。

当第１四半期連結累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

（単位：千円）

報告セグメント
その他

(注１)
合計

情報システム
事業

アミューズ

メント事業
計

パチンコホール向け製品等 8,669,602 － 8,669,602 － 8,669,602

サービス 1,823,751 － 1,823,751 － 1,823,751

遊技機メーカー向け表示・制御

ユニット等
－ 565,747 565,747 － 565,747

部品・その他 － 595,524 595,524 － 595,524

その他 － － － 685,510 685,510

顧客との契約から生じる収益 10,493,354 1,161,271 11,654,625 685,510 12,340,136

その他の収益(注２) － － － 20,718 20,718

外部顧客への売上高 10,493,354 1,161,271 11,654,625 706,229 12,360,855

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２ 「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸料収入等であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。



ダイコク電機株式会社(6430) 2027年３月期 第１四半期決算短信

13

独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月７日

ダイコク電機株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松 木 豊

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 田 修 平

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているダイコク電機株式会社の2026年４月１日から2027年

３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四半期連

結累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所及び株式会社

名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用さ

れている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項並びに期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸

表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準

第４条第１項並びに期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四

半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所及び株

式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省

略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四

半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビ

ュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項並びに期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成

されていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


